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「受動喫煙防止対策助成金の支給の実施について」の改正について 

 

 

 

受動喫煙防止対策助成金については、平成 23 年９月 16 日付け厚生労働省発基安 0916 第

１号「受動喫煙防止対策助成金の支給について」及び同日付け基発 0916 第６号「受動喫煙

防止対策助成金の支給の実施について」（以下「支給実施通達」という。）において指示し

ていたところであるが、今般、支給実施通達について下記のとおり改正し、本日より適用

することとしたので通知する。 

 

記 

 
支給実施通達の別添「受動喫煙防止対策助成金交付要領」の全部を別紙のとおり改正す

る。 
 



 
受動喫煙防止対策助成金交付要領 

 

 

労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号）第 29 条第１項第３号に掲げる社会復

帰促進等事業として実施する受動喫煙防止対策助成金（以下「助成金」という。）の交付

については、受動喫煙防止対策助成金交付要綱（以下「交付要綱」という。）に定めるほ

か、この要領によるものとする。 

 

 

第１ 趣旨 

職場における受動喫煙防止対策については、平成４年より、労働安全衛生法（昭和

47 年法律第 57 号）に基づく快適職場形成の一環として対策を推進してきたところであ

るが、平成 27 年６月１日より、労働安全衛生法において、職場の受動喫煙防止対策に

ついて実情に応じた措置を講じることを事業者の努力義務とすること及び国が必要な

援助を行うことが規定されている。 

そこで、労働者の健康を保護する観点から、事業場における受動喫煙を防止するため

の効果的な措置を講じる事業者を支援し、もって職場における受動喫煙防止対策の推進

に資するため、助成金を交付する。 

 

 

第２ 交付対象事業者 

本助成金は、次の（１）から（３）までのいずれにも該当する中小企業事業者に対し

て交付するものとする。 

なお、本助成金は、国の予算の範囲内で支給するため、支給対象事業者数は、交付要

綱第３条第１項に基づき、国の予算額により制約されるものである。そのため、年度途

中に募集を終了する場合がある。 

（１）次のアからエまでのいずれかに該当する中小企業事業者であること。 

ア 製造業、建設業、運輸業その他の業種（以下イからエまでに掲げる業種を除

く。）については、その常時雇用する労働者が 300 人以下又はその資本金の規

模が３億円以下 

イ 卸売業については、その常時雇用する労働者の数が 100 人以下又はその資本

金の規模が１億円以下 

ウ 小売業については、その常時雇用する労働者の数が 50 人以下又はその資本

金の規模が 5,000 万円以下 

エ サービス業については、その常時雇用する労働者の数が 100 人以下又はその

資本金の規模が 5,000 万円以下 

（２）事業場の室内又はこれに準ずる環境での喫煙を禁止するために喫煙専用室、指定

たばこ専用喫煙室を設置しようとする中小企業事業者（健康増進法（平成 14 年法

律第 103 号。以下同じ。）附則第２条第２項で定める既存特定飲食提供施設を営む

者に限る。）であること。 

（３）（２）に規定する措置の実施の状況を明らかにする書類を整備している中小企業

（別紙） 



事業者であること。 

 

第３ 不交付要件 

第２の交付対象事業者からの助成金の交付申請であっても、次の（１）～（11）に該

当する場合は助成金を交付しないものとする。 

（１）当該事業者が、交付要綱第４条の様式第１号「受動喫煙防止対策助成金交付申請

書」（以下「交付申請書」という。）の提出日の属する年度の前年度より前のいずれ

かの保険年度において、労働保険料の滞納が継続している場合 

（２）当該事業者が、交付申請書の提出日から起算して過去３年間に、労働者災害補償

保険法第３章の２又は雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第４章の規定により

支給される給付金について、不正受給を行った場合 

（３）当該事業者が、暴力団関係事業場（事業者（法人である場合にあっては、当該法

人の役員若しくは事業場の業務を統括する者その他これに準ずる者）が暴力団員

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２

条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）に該当する事業場、暴力団員が

経営に実質的に関与している事業場及びこれらの事業場であると知りながら、これ

を不当に利用するなどしている事業場等）であると認められる場合 

（４）当該事業者（法人である場合にあっては、当該法人の役員若しくは事業場の業務

を統括する者その他これに準ずる者）が、破壊活動防止法（昭和 27 年法律第 240

号）に規定する暴力主義的破壊活動を行った又は行う恐れのある団体に属している

場合 

（５）当該事業者が、交付申請書の提出日又は交付要綱第 14 条の様式第 11 号「受動喫

煙防止対策助成金交付額支払請求書」（以下「支払請求書」という。）の提出日の時

点で倒産している場合 

（６）当該事業者が、（２）の不正受給が発覚した際に都道府県労働局長等が実施する

事業者名の公表について、あらかじめ同意していない場合 

（７）当該事業者が、交付申請書の提出日の前日から起算して１年前の日から支払請求

書の提出日の前日までの間に、労働関係法令違反を行ったことが明らか（司法処分

等）である場合など、当該事業者に本助成金を交付することが適切でないと都道府

県労働局長が認める場合 

（８）当該事業者が交付要綱第４条において申請した受動喫煙の防止に係る事業計画

（以下「事業計画」という。）の内容が、健康増進法、建築基準法（昭和 25 年法律

第 201 号）、消防法（昭和 23 年法律第 186 号）その他当該事業計画に関連する法令

等に抵触している場合 

（９）当該事業者が申請日時点において事業計画の内容に対して他の補助金等を受けて

いる又は申請を行っている場合 

（10）当該事業者が、年度内に助成事業を完了（助成対象工事が完了し、費用の支払が

終了することをいう。）しない場合 

（11）その他助成金を交付することが適切でないものと都道府県労働局長が認める場合 

 

第４ 交付対象 



１ 交付要綱第３条第２項に定める助成金の交付は、事業場単位とし、１事業場当たり

１回に限るものとする。 

２ 受動喫煙を防止するための措置に係る事業の実施に必要な経費として助成金の交

付が認められる対象及びその要件は、次のとおりとする。 

 

交付対象 経費として認められ

るもの 

設置を行おうとする喫煙専用室等

の要件 

① 喫煙専用室（健康

増進法に規定する

もの。以下この表に

おいて同じ。）の設

置・改修 

 

 

右記の要件を満た

す喫煙専用室を設置

するために必要なも

の（工費、設備費、備

品費及び機械装置費

等） 

次に掲げるたばこの煙の流出を

防止するための技術的基準に適合

すること。 

ア 出入口において、室外から室

内に流入する空気の気流が、0.2

メートル毎秒以上であること。 

イ たばこの煙が室内から室外に

流出しないよう、壁、天井等に

よって区画されていること。 

ウ たばこの煙が屋外又は外部の

場所に排気されていること。 

エ 専ら喫煙の目的で喫煙専用

室を使用するための構造や設

備であること。 

② 指定たばこ専用

喫煙室（健康増進法

に規定するもの。以

下この表において

同じ。）の設置・改

修 

右記の要件を満た

す指定たばこ専用喫

煙室を設置するため

に必要なもの（工費、

設備費、備品費及び機

械装置費等） 

次に掲げるたばこの煙の流出を

防止するための技術的基準に適合

すること。 

ア 出入口において、室外から室

内に流入する空気の気流が、0.2

メートル毎秒以上であること。 

イ たばこの煙が室内から室外に

流出しないよう、壁、天井等に

よって区画されていること。 

ウ たばこの煙が屋外又は外部の

場所に排気されていること。 

 

第５ 交付手続 

１ 助成金の交付申請 

（１）交付申請に必要な書類等 

① 交付申請書の提出は、本助成金の交付を受けようとする者（以下「助成事業者」

という。）の事業場を管轄する都道府県労働局長（以下単に「都道府県労働局長」

という。）に正本及び副本を各１通提出するものとする。 

② 交付申請書の（添付書類）の「２ その他関係資料」とは、次のアからキまで



の書類とする。 

ア 第２に規定する交付対象事業者の全ての要件に該当する旨及び第３に規定

するいずれの条件にも該当しない旨の申立を行う書類（交付要領様式第１号

「受動喫煙防止対策助成金交付要件等確認申立書」） 

イ 設置等をしようとする喫煙専用室等の工事前の場所の写真（申請日から３

か月以内に撮影したもの） 

ウ 設置等をしようとする喫煙専用室等の場所、仕様、換気扇等の設備、利用

可能な人数、その他助成事業の詳細を確認できる資料 

エ 第４の２の要件を満たして設計されていることが確認できる資料 

オ 事業場の室内及びこれに準ずる環境において、本助成金において措置を講

じる場所以外の場所においては喫煙を禁止する旨を説明する書類 

カ 喫煙専用室の設置等に係る施工業者からの見積書の写し（２者以上） 

キ その他都道府県労働局長が必要と認める書類 

 

（２）交付決定のための審査 

交付要綱第５条に定める助成事業者から提出された交付申請書等について都道府

県労働局長が行う審査の要件は、次の①から⑧までとし、これらの要件を全て満たす

場合に助成金の交付を決定するものとする。 

① 「第２ 交付対象事業者」の全ての要件に該当していること。 

② 「第３ 不交付要件」のいずれの条件にも該当していないこと。 

③ 事業計画の内容について、交付申請時において未着工であることが証明でき

ること。 

④ 設置等をしようとする喫煙専用室等の詳細（設置予定場所及び設置する設備

等）が写真や資料によって確認でき、不明瞭な点がないこと。 

⑤ 施工業者からの見積書が明瞭であること。 

⑥ 見積書の内訳が喫煙専用室等の仕様に従って詳細に記載されていること。 

⑦ 第４の２の要件を満たして設計されていることが確認できること。 

⑧ 事業計画の内容が技術的及び経済的な観点から妥当であること。 

特に経済的な観点について、助成対象経費が、設置を行おうとする喫煙専用

室等の面積に 60 万円/㎡を乗じた金額を超える場合は、当該金額を超える合理

的な理由があると都道府県労働局長が認める場合を除き、当該金額を助成対象

経費の上限として助成金の交付決定を行うものとする。 

また、想定利用人数と面積とのバランスについても、審査の際に考慮するも

のとする。 

 

（３）受動喫煙を防止するための措置に関する事業の実施 

助成事業者は、都道府県労働局長より交付要綱第５条第１項の様式第２号による

「受動喫煙防止対策助成金交付決定通知書」（以下「交付決定通知書」という。）を

受けた後に当該事業の発注・施工を行うこと。当該交付決定通知書を受ける前に実

施した事業については原則として助成金を交付しないので留意すること。 

なお、交付決定通知書を受ける前に事業の発注、支払等を行う特段の事情がある



場合には、事前に都道府県労働局長の承認を得ること。 

 

（４）変更の承認申請及び承認 

交付決定通知書を受けた助成事業者は、やむを得ない事由により、交付決定を受

けた事業の内容の一部を変更しようとする場合、あらかじめ交付要綱第７条の様式

第４号「受動喫煙防止対策助成金交付決定内容変更承認申請書」と併せて交付決定

通知書の写し、加えて、既に交付決定を受けた事業の内容の変更について都道府県

労働局長の承認を受けているものがある場合にあっては、交付要綱第８条の様式第

５号において定める「受動喫煙防止対策助成金交付決定内容変更承認通知書」（以

下「変更承認通知書」という。）の写しを都道府県労働局長に提出するものとす

る。なお、当該変更の承認申請をせず、交付決定通知書により承認を受けた内容と

異なる内容を実施した場合は、その変更が軽微であるものを除き、原則として助成

金を交付しないので、留意すること。 

 

（５）事業を中止又は廃止する場合 

交付決定通知書を受けた事業者は、当該交付決定を受けた事業を中止又は廃止す

る場合、交付要綱第９条の様式第７号「受動喫煙防止対策助成金事業中止（廃止）

承認申請書」と併せて交付決定通知書の写しを都道府県労働局長に提出するものと

する。 

 

２ 助成事業の実績報告及び助成金の額の確定 

（１）事業実績報告 

① 交付要綱第 11 条の様式第９号「受動喫煙防止対策助成金事業実績報告書」（以

下「事業実績報告書」という。）は、１の（１）の①において交付の決定を受け

た都道府県労働局長に正本及び副本を各１通提出するものとする。 

② 事業実績報告書の（添付書類）の「２ その他関係資料」とは、次のアからキ

までの書類とする。 

ア 交付決定通知書の写し 

イ 交付決定内容の変更を受けた場合は、変更承認通知書の写し（複数回変更

している場合はその全ての写し） 

ウ 受動喫煙の防止に係る事業の領収書及び当該経費に係る内訳の写し並びに

領収書の金額が正しいことを証する書面（振込明細書等） 

  （領収書が発行されない場合にあっては、経費に係る内訳の写し及びその

金額が正しいことを証する書面（振込明細書等）） 

エ 設置等をした喫煙専用室等の場所、仕様、換気扇等の設備、その他実施し

た受動喫煙を防止するための設備、備品等の詳細を確認できる写真（工事終

了後速やかに撮影したもの） 

オ 交付決定を受けた内容と実際に実施した事業が相違ないことを説明する書

類 

カ 実施した受動喫煙を防止するための措置が、第４の２の要件を満たしてい

ることを確認できる書類 



キ その他都道府県労働局長が必要と認める書類 

 

（２）事業実績報告書の審査及び助成金の額の決定 

交付要綱第 13 条に定める助成事業者から提出された事業実績報告書について都

道府県労働局長が行う審査の要件は、次の①から⑤までとし、これらの要件を全て

満たす場合に助成金の額を確定し、その交付を行うものとする。 

① 交付決定通知書で交付決定した事業の内容（交付決定を受けた事業の内容を

変更している場合には変更承認通知書で承認を受けた事業の内容を含む。複数

回変更している場合にはその全て。）と、実施した事業の内容が一致している

こと。特に第４の２の要件に合致していること。 

② 実施した受動喫煙を防止するための措置の詳細が写真や資料によって確認

でき、不明瞭な点がないこと。 

③ 受動喫煙を防止するための措置に関する施工業者からの領収書及び当該経

費に係る内訳の写し並びに領収書の金額が正しいことを証する書面（振込明細

書等）等が明瞭であること。 

④ 領収書等の金額に対する交付申請時に添付された見積書の金額及びそれら

の内訳が妥当なものと認められること。 

⑤ 「事業の実施期間」中に工事が施工されていること及び事前に都道府県労働

局長の承認がある場合を除き、交付決定通知の日以降に工事の発注、支払等が

行われていること。 

 

（３）助成金の交付方法 

受動喫煙防止対策助成金の交付は、都道府県労働局長が、交付要綱第 14 条の様

式第 11 号「受動喫煙防止対策助成金交付額支払請求書」により助成金振込先とし

て申請された金融機関の口座に振り込むことによって行うものとする。 

 

 

第６ 交付申請の取下げ 

助成事業者は、交付要綱第６条の規定に基づき本助成金交付の申請を取り下げようと

するときには、書面にその理由を付して都道府県労働局長に提出するものとする。 

 

 

第７ 立入検査等  

都道府県労働局長は、交付要綱第５条に定める交付決定、同第８条に定める交付決定

内容の変更の承認、同第 13 条に定める助成金の額の確定、その他本助成金の適正な運

用を確保するために必要があるときは、交付要綱第 17 条に規定する立入検査等を行う

ものとする。 

 

 

第８ 財産の管理等 

助成事業者は、交付要綱第 19 条第１項に基づき、設置等をした喫煙専用室等につい



ては、助成対象事業の完了後においても、適切に管理し、助成金交付の目的に従って、

その効率的な運用を図らなければならない。 

また、助成事業者は、交付対象設備等の設置後、おおむね１年経過するごとに、喫煙

専用室等の運用状況に係る現状報告（様式第２号）を都道府県労働局長に提出するもの

する。 

都道府県労働局長は、当該報告を踏まえ、必要があるときは、助成事業者に指導等を

行うものとする。 

 

附則 

この要領は、平成 23 年 10 月１日から施行する。 

 

改正 平成 25 年５月 16 日 一部改正。 

なお、改正前の「受動喫煙防止対策助成金支給要綱」第 11 条第１項の規定に基づき

支給の決定を受けた助成事業者にあっては、改正前の「受動喫煙防止対策助成金支給要

領」の第７の規定は、なおその効力を有する。 

 

改正 平成 26 年７月１日 一部改正。 

 

改正 平成 27 年４月 13 日 一部改正。 

 

改正 平成 28 年４月１日 一部改正。 

 

改正 平成 29 年４月１日 一部改正。 

 

改正 平成 30 年４月１日 一部改正。 

 

改正 令和元年５月９日 改正。 

 

改正 令和２年５月 13 日 一部改正。 

 なお、改正前の「受動喫煙防止対策助成金交付要綱」第５条第１項の規定に基づき交

付決定を受けた助成事業であって、財務大臣に協議の上、繰越の承認を得た事業にあっ

ては、改正前の「受動喫煙防止対策助成金交付要領」の規定は、なおその効力を有する。 

 

改正 令和３年５月６日 一部改正。 

 



様式第１号 

受動喫煙防止対策助成金交付要件等確認申立書 

事業者記載事項 

１ 事業場の名称： 

２ 労働保険番号： 

３ 交付対象事業者であることの要件確認 
◆ 事業者の業種及び日本標準産業分類の中分類 
・業種（該当するものを○で囲んでください。） 
  イ 卸売業  ロ 小売業  ハ サービス業  ニ その他（製造業、建設業、運輸業等） 
・日本標準産業分類の中分類 
  分類番号（      ） 分類項目名（           ） 
 
◆ 事業者の資本金又は出資の総額（            円） 
 
◆ 事業者の常時雇用する労働者の数（           人） 
 
◆ 客席面積（           ｍ２） 
 
◆ 令和２年４月１日時点において現に営業している事業場である。 

（はい・いいえのいずれかを○で囲んでください。）                                   （はい・いいえ） 

４ 事業活動等に係る状況（はい・いいえのいずれかを○で囲んでください。） 
◆ 交付申請日の属する年度の前年度より前のいずれかの保険年度における労働保険料の滞納が継続している。   

（はい・いいえ） 
 
◆ 過去３年間に、労働者災害補償保険法第３章の２又は雇用保険法第４章の規定により支給される給付金につ
いて、不正受給を行ったことがある。                                 （はい・いいえ） 

                         
◆ 暴力団関係事業場（事業者又は事業者が法人である場合にあっては、当該法人の役員若しくは事業場の業務

を統括する者その他これに準ずる者のうちに暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２
条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）に該当する者のある事業場、暴力団員が経営に実質的に関与
している事業場及びこれらの事業場であると知りながら、これを不当に利用するなどしている事業場等）であ
る。                                       （はい・いいえ） 

 
◆ 事業者等又は当該事業者が法人である場合にあっては、当該法人の役員若しくは事業場の業務を統括する者

その他これに準ずる者のうちに、破壊活動防止法第４条に規定する暴力主義的破壊活動を行った又は行うおそ
れがある団体等に属している者がいる。                        （はい・いいえ） 

 
◆ 倒産している。                                 （はい・いいえ） 
 
◆ 過去１年間に、労働関係法令違反をしている。                   （はい・いいえ） 
   【はいの場合、その内容：                                  】 

５ 申請した受動喫煙の防止に係る事業計画の内容が、健康増進法、建築基準法、消防法その他当該事業計画に
関連する法令等に抵触しているものとなっていますか。                       （はい・いいえ） 

６ 事業計画の内容に対して地方公共団体等の他の補助金等を受けていますか、又は、申請を行っていますか。 
                                          （はい・いいえ） 

７ 労働者災害補償保険法第３章の２又は雇用保険法第４章の規定により支給される給付金について、不正受給
を理由に交付決定を取り消された場合、労働局が事業者名等を公表することに同意しますか。           

（はい・いいえ） 

１から７までの記載事項については、いずれも相違ありません。また、１から７までの事業活動等又はその他

の審査に必要な事項についての確認を労働局が行う場合には協力します。 

 

  年  月  日          労 働 局 長  殿 

所在地 

法人又は事業者名 

 代表者職氏名                                                            

 



様式第２号 

 

年  月  日 

 労 働 局 長 殿 

 

所在地 

法人名又は事業者名  

代表者職氏名             

 

喫煙専用室等の運用状況に係る現状報告 

 

   年 月 日付け    号により受動喫煙防止対策助成金交付額確定通知書を受けた受動

喫煙防止対策助成金を利用して設置した      について、   年 月 日現在の状況を以

下のとおり報告します。 

 

記 

 
１．本事業で取得した財産の処分等 （ 無 ・ 有 ） 

（「有」の場合、処分等した備品等の名称、処分日、売却額及び処分した理由を記載） 

 

２．助成対象事業に係る収入及び支出の状況を明らかにした帳簿及び関係書類（※）の保存状況          

（ 良好 ・ 不良 ） 

（「不良」の場合、具体的な状況及びそのような状況となった理由を記載） 

（※ 収入及び支出の証拠書類、交付申請書の控え（変更承認申請等を行った場合は、当該申請に係るものを含

む。）及びその根拠となる詳細な資料、事業実績報告書の控え及びその根拠となる詳細な資料など） 

 

 ３．現在の喫煙専用室の状況（喫煙専用室等の内部の写真を添付してください。） 

（１）換気装置等のメンテナンスの有無  （ 有 ・ 無 ） 

（２）１日当たりの利用人数         人程度 

（３）喫煙専用室の改造等  （ 無 ・ 有 ） 

（「有」の場合、その詳細、改造等した理由を記載） 

（４）助成金交付条件がある場合、その内容と履行状況 

 

４．喫煙専用室以外の事業場建物内での喫煙 （ 無 ・ 有 ） 

 

５．助成を受けた備品や設備などの助成目的外での使用 （ 無 ・ 有 ） 

（「有」の場合、その詳細、使用した理由を記載） 

 

※ 本報告は、交付対象設備等の設置後、おおむね１年経過するごとに提出すること。 

※ 助成金要綱第 20 条に基づき、喫煙専用室等の処分、改造等に当たっては、助成対象事業の完了の属する年度

の終了後５年間を経過するまで、事前に都道府県労働局長の承認が必要である。 

※ 喫煙専用室には、原則として、いす・ソファー（座る用途で使用するもの）、灰皿用テーブル、たばこの自販

機、清掃用具以外の喫煙以外の用途で使用するものを設置することは認められない。 


